
地球温暖化対策推進大綱における
部門別目標値、部門別二酸化炭素排出状況等

資料１－１



非エネルギー起源CO2、メタン、一酸化二窒素　（下水汚泥の高温燃焼等）

革新的技術開発及び国民各層による活動　（CO2貯留・固定技術、節電等）

代替フロン等３ガス　（代替物質の開発等）

吸収量の確保　（都市緑化等）

±０．０％

▲０．５％

▲２．０％

＋２．０％

▲３．９％（吸収）

区　　　分 目標値（2010年）
※［対1990年比］

エネルギー起源二酸化炭素　（部門別の目標は1990年度の各部門別の排出量からの削減割合）

製造業（工場）、農
林水産業、鉱業、
建設業

業務その他：事務所、ビル、
サービス業施設等

自動車（自家用車を含
む）、船舶、航空機、鉄
道

▲７％ ＋１７％

（1995年度の排出量と同程度）
▲２％

産業部門 民生部門 運輸部門

家庭：家庭における燃料・
電力の使用

　　　　(自家用車除く）

※目標値の合計は▲4.4%。不足分は京都メカニズム（ＣＤＭ等）の活用を想定

１．地球温暖化対策推進大綱における区分ごとの目標値１．地球温暖化対策推進大綱における区分ごとの目標値
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（出典：産業構造審議会環境部会地球環境小委員会資料）

卸小売
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4%
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17%

事務所ビル
18%

ﾃﾞﾊﾟｰﾄ･ｽｰ
ﾊﾟｰ 2%

給湯
22%

冷房 9%

動力他(TV、
照明等)

40%

暖房
21%

厨房
8%

冷房用
2%

動力他(TV、
照明等)

36%

給湯用,
635PJ  29%

暖房用,
569PJ

26%

厨房用,
  7%

＜業務その他部門の用途別エネルギー消費＞

２００１年度・家庭部門の用途別エネルギー消費量

２００１年度民生・業務その他部門のｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態
＜業務その他部門・業態別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費＞

（２）民生部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態

＜目 標＞
１９９０年比 　▲２％

＜目 標＞
１９９０年比 　▲２％

＜２００１年排出量の１９９０年比＞
家　　　　庭　：　＋１９．４％
業務その他 ： ＋３０．９％

＜２００１年排出量の１９９０年比＞
家　　　　庭　：　＋１９．４％
業務その他 ： ＋３０．９％

（１）民生部門の二酸化炭素排出状況

２．民生部門における対策
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（合　計：２１８６PJ）

（合　計：１９４７PJ）



エネルギー需要マネジメントの強化
（約１０６０万ｔ-CO2）

エネルギー需要マネジメントの強化
（約１０６０万ｔ-CO2）

機器の効率改善対策
（約３７３０万ｔ-CO2）

機器の効率改善対策
（約３７３０万ｔ-CO2）

（３）民生部門における対策
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民生部門の対策民生部門の対策

住宅の省エネルギー性能の向上
（約９２０万ｔ-CO2）

住宅の省エネルギー性能の向上
（約９２０万ｔ-CO2）

建築物の省エネルギー性能の向上
（約２６４０万ｔ-CO2）

建築物の省エネルギー性能の向上
（約２６４０万ｔ-CO2）

住宅・建築物の省エネルギー性能の向上
（約３５６０万ｔ-CO2）

住宅・建築物の省エネルギー性能の向上
（約３５６０万ｔ-CO2）



自家用貨物車

営業用貨物車

産業部門

家庭部門

工業プロセス部門

廃棄物部門

業務その他

運輸部門

自家用乗用車

エネルギー転換部門

航空 鉄道

バス
タクシー

内航海運

22.0％

うち約９割が自動車関係

• 我が国の二酸化炭素排出量の約２２％が運輸部門による
• 運輸部門のうちおよそ９割が自動車による
• 運輸部門のうちおよそ半分が自家用乗用車による

３．運輸部門における対策

（１）運輸部門からの二酸化炭素排出量（2001年度）
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二酸化炭素排出量
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貨物自動車

-0.3%

自家用乗用車からの排出増加要因
•輸送量の増加
•走行距離の増加

（百万t-CO2）

公共交通機関等：バス、タクシー、鉄道、旅客船、内航海運、国内航空

自家用乗用車

２００１年度現在、１９９０年度比約２３％増
今後２０１０年までに６％の削減必要

217

-4.0%

+5.0％+44.6%

+10.0%

+5.6%

267

自家用自動車が１９９０年度比で51.9％増

公共交通機関等

264
+21.8％

•内航海運による輸送量（トンキロ）の増加
　（１９９８年度→２００１年度で＋７．７％）
•トラックの営自転換の進展
　（トラック全体の輸送量に占める営業用トラックの割合
　１９９８年度→２００１年度で７８．４％→８３．０％）

自動車グリーン化税制の効果
・低公害車登録台数は約５７５万台
　（2003年９月末現在）

1998年度以降、運輸部門からの排出量の増

加率は抑制傾向を示している。

+0.8%

23
％
増

17
％
増

2001年度実績
2010年目標

（２）運輸部門における二酸化炭素排出量の推移
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公共交通機関の利用促進等
（約６７０万ｔ-CO2）

公共交通機関の利用促進等
（約６７０万ｔ-CO2）

モーダルシフト・物流の効率化等
（約９１０万ｔ-CO2）

モーダルシフト・物流の効率化等
（約９１０万ｔ-CO2）

交通流対策
（約８９０万ｔ-CO2）

交通流対策
（約８９０万ｔ-CO2）

低公害車開発・普及等
（約２０６０万ｔ-CO2）

低公害車開発・普及等
（約２０６０万ｔ-CO2）

自動車交通需要の調整
（約７０万ｔ-CO2）

自動車交通需要の調整
（約７０万ｔ-CO2）

ITSの推進
（約３７０万ｔ-CO2）

ITSの推進
（約３７０万ｔ-CO2）

路上工事の縮減
（約４０万ｔ-CO2）

路上工事の縮減
（約４０万ｔ-CO2）

交通安全施策の整備
（約７０万ｔ-CO2）

交通安全施策の整備
（約７０万ｔ-CO2）

テレワーク等の推進
（約３４０万ｔ-CO2）

テレワーク等の推進
（約３４０万ｔ-CO2）

（３）運輸部門における対策
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運輸部門の対策運輸部門の対策


